
循環型社会形成推進交付金（公共）（浄化槽分） 

              ８，４２１百万円（８，４２１百万円） 

大臣官房廃棄物・リサイクル対策部 廃棄物対策課浄化槽推進室 

 

１．事業の必要性・概要 

  湖沼等公共用水域等の水質汚濁の大きな原因となっている生活排水対策を推進し、

良好な水環境や健全な水循環を確保するため、浄化槽整備に対する国の助成制度の一

層の充実・強化を図る。 

 

 ○改正内容 

低炭素社会対応型浄化槽整備推進事業の延長 

    平成 22 年度から 26 年度にかけて実施してきた低炭素社会対応型浄化槽整備 

推進事業について、日本における温室効果ガスの削減目標達成のための浄化槽分野

におけるCO２削減対策の促進を図るため、制度を延長する。 

 

２．事業計画（業務内容） 

    市町村が実施する浄化槽の整備に関する事業の実施に要する費用の一部を国庫助成。  

  助成率：１／３（一部事業１／２）、助成先：市町村等 

 

３．施策の効果 

   浄化槽の整備を推進することにより、湖沼等公共用水域等における生活排水対策が

進み、良好な水環境や健全な水循環が確保できる。 

 

４．その他 

  上記の循環型社会形成推進交付金による浄化槽整備以外に、他府省に別途計上され

た以下の国庫交付金により浄化槽の整備を推進。 

  ○内閣府計上   地域再生基盤強化交付金（汚水処理施設整備交付金） 

  ○復興庁計上   東日本大震災復興交付金（低炭素社会対応型浄化槽集中導入等事業） 



補助対象 個人財産個人財産

浄化槽

ト
イ
レ

お
風
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所

浄化槽設置整備事業
（S62～）

浄化槽市町村整備推進事業
（H6～）

１０／３０
国

１７／３０
市町村負担(地方債充

当可能）

１/３
国

２／３
市町村

個人負担（６割）
個人
負担
（１割）

国庫助成対象額
（４割）

国庫助成対象額
（10割）

• 個人が設置し、市町村が設置費用
（本体＋施工費）を助成する事業。

• 個人が維持管理を行う。

• 市町村が個人の住宅に設置する。
• 市町村が維持管理を行う。

循環型社会形成推進交付金（浄化槽分）

注）低炭素社会対応型浄化槽整備推進事業、沖縄、離島地域において、助成率
は１／２となっている。

最大８割地方交付税措置 地方債元利償還金の49%は地方交付税措置

（公共） 平成27年度予算（案）額8,421百万円
（平成26年度予算額：8,421百万円）
支出先：市町村等


